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水道事業経営状況

１．令和元年度 水道事業決算

（１）総括事項
令和元年度における水道事業の給水人口は、24,562 人で行政区域内人口に対

する普及率は 90.99％となっており、有収率については、前年度の有収率から

1.47％減少し 78.36％となっています。

令和元年度決算において、特別利益（長期前受金戻入等）として、2,965 千円

を利益計上しており、収益的収支で 31,519 千円の純利益を計上し、前年度繰越

利益剰余金 62,025 千円により当年度未処分利益剰余金は 93,544 千円となりま

した。昨年同様、積立金等に処分せずに未処分利益剰余金として繰越します。

資本的収支では、事業費前年比 36,380 千円減となり、資本的収支不足額が

3.29％増加しています。

水道事業としては、安全安心な水を安定的に供給するために、水源確保と水質

管理の強化を図り、経営戦略に基づき経営の健全化に向け施設の効率的な維持

管理や計画的な更新と経費の節減に努めてまいります。

【給水状況】

単位 令和元年度 平成３０年度 備考

行政区域内人口 人 26,993 27,224 △ 231 住民基本台帳３月末人口

給水区域内人口 人 26,237 26,620 △ 383 給水区域内の３月末人口

給水人口 人 24,562 24,700 △ 138 住民基本台帳上の給水者数

行政区域内 ％ 90.99 90.73 0.26

給水区域内 ％ 93.62 92.79 0.83

年間総配水量 ㎥ 2,893,706 2,873,627 20,079 浄水場からの配水量

１日平均配水量 ㎥ 7,906 7,873 33

１日最大配水量 ㎥ 8,706 8,801 △ 95

年間有収水量 ㎥ 2,267,404 2,294,031 △ 26,627 水道料金の対象となった水量

有収率 ％ 78.36 79.83 △ 1.47 年間有収水量／年間総配水量

事　　　項 対前年度比較

普及率

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

簡易水道分 38,745 37,823 38,531 37,483 38,129 36,775

有収水量 2,383,256 2,369,195 2,361,193 2,339,063 2,314,255 2,306,736 2,323,659 2,309,529 2,294,031 2,267,404 
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㎥

年間有収水量の推移

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

給水収益 522,696 519,356 517,463 512,468 506,649 505,446 509,368 506,614 504,647 547,337 

480,000 

500,000 

520,000 

540,000 

560,000 

千円（税抜）

給水収益の推移
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（２）収益的収支〔施設の運転・管理等、水道事業を運営するための経費とその財源〕

収益的収入では、平成 31 年４月に料金改定を行っており、給水人口や有収水

量は減少しておりますが、給水収益は前年度比 8.46％増の 547,337 千円となり、

営業収益、営業外収益を併せて 676,812 千円、前年度比 5.77％の増となりまし

た。

収益的支出では、各費目において経費の節減を図ることとしており、営業費用、

営業外費用を併せて 648,186 千円となり前年度比 1.86％増となりました。

これにより経常的な収支では 28,627 千円のプラスとなっております。

当年度の純損益につきましては、特別利益として 2,965 千円、特別損失 72 千

円を計上しており、31,519 千円の純利益を計上することとなりました。

【収益的収支】 （ 単 位 :円 [税抜 ]）

※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

※金額は消費税及び地方消費税を含みません。

R1当初予算 R1決算 Ｈ30決算 差額 増減率

水道事業収益 682,648,000 676,812,232 639,910,106 36,902,126 5.77% 

営業収益 596,004,000 591,454,046 548,502,091 42,951,955 7.83% 

うち給水収益 552,360,000 547,336,612 504,646,768 42,689,844 8.46% 

営業外収益 86,644,000 85,358,186 91,408,015 △ 6,049,829 △ 6.62% 

水道事業費用 681,856,000 648,185,647 636,371,375 11,814,272 1.86% 

営業費用 624,983,000 591,755,395 576,047,173 15,708,222 2.73% 

営業外費用 56,873,000 56,430,252 60,324,202 △ 3,893,950 △ 6.46% 

経常損益 792,000 28,626,585 3,538,731 25,087,854 708.95% 

特別利益 1,461,000 2,965,060 23,075,340 △ 20,110,280 △ 87.15% 

特別損失 1,000 72,000 0 72,000 ―

当年度純損益 2,252,000 31,519,645 26,614,071 4,905,574 18.43% 

前年度繰越利益剰余金 38,171,000 62,024,720 35,410,649 26,614,071 75.16% 

当年度未処分利益剰余金 40,423,000 93,544,365 62,024,720 31,519,645 50.82% 

科目

減価償却費

43.6%

人件費

14.7%

修繕費

2.7%

動力費

4.6%

薬品費

2.6%

委託料

7.5%

その他

15.5%

営業外費用(支払利息等)

8.7%

特別損失

0.0%

R1　水道事業費用の構成割合

水道事業

費用
648,257,647

円

給水収益

80.5%

その他営業収益

6.5%

営業外収益

12.6%

特別利益

0.4%

R1　水道事業収益の構成割合

水道事業

収益
679,777,292

円
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（３）資本的収支〔施設を建設整備するための経費とその財源〕

資本的収支では、資本的収入額 283,732 千円に対して、資本的支出額は 574,827

千円となり、資本的収入が資本的支出に対して不足する額 291,095 千円は当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 23,679 千円及び過年度分損益勘定

留保資金 267,416 千円で補填いたしました。

主な整備事業として、老朽管更新工事等で 142,503 千円、量水器取替工事で

75,319 千円、浄水場施設整備工事等で 56,026 千円など取り組んでまいりまし

た。

【資本的収支】 （ 単 位 :円 [税込 ]）

※資本的収入が資本的支出に不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年度分損益勘定

留保資金で補填。金額は消費税及び地方消費税を含む。

※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

R1当初予算 R1決算 Ｈ30決算 差額 増減率

資本的収入 330,844,000 283,731,589 256,620,365 27,111,224 10.56% 

企業債 253,200,000 209,600,000 177,700,000 31,900,000 17.95% 

出資金 14,039,000 14,038,064 22,275,707 △ 8,237,643 △ 36.98% 

工事負担金 43,837,000 40,820,700 41,673,069 △ 852,369 △ 2.05% 

他会計繰入金 19,768,000 19,272,825 14,971,589 4,301,236 28.73% 

資本的支出 625,157,000 574,826,661 538,446,567 36,380,094 6.76% 

建設改良費 378,474,000 328,306,268 302,758,292 25,547,976 8.44% 

企業債償還金 235,043,000 234,880,393 226,298,275 8,582,118 3.79% 

11,640,000 11,640,000 9,390,000 2,250,000 23.96% 

資本的収支(不足額) △ 294,313,000 △ 291,095,072 △ 281,826,202 △ 9,268,870 △ 3.29% 

科目

他会計借入金返還金

企業債

73.9%

出資金

4.9%

工事負担金

14.4%

他会計繰入金

6.8%

R1 資本的収入の構成割合

建設改良費

57.1%
企業債償還金

40.9%

他会計借

入金返還

金

2.0%

R1 資本的支出の構成割合

資本的収入

283,731,589

円

資本的支出

574,826,661

円
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（４）令和元年度の主な事業

◎老朽管更新事業《企業債》 139,716,400 円

耐用年数が経過した配水管を計画的に更新する。令和元年度末現在、耐用年

数（40 年）の経過している管延長は 81,451ｍ

【主な工事】

・東 2 条通（北 7 丁目～北 6 丁目）老朽管更新工事

・みずほ線老朽管更新工事

・西町西 12 条通老朽管更新工事

・東 3 条通老朽管更新工事

・東 8 号線（16 線～18 線）老朽管更新工事

・東 8 号線（南 10 丁目～南 12 丁目）老朽管更新工事

・風連東大通線老朽管更新工事

・老朽管更新実施設計業務委託

◎浄水場施設改修事業《企業債（一部）》 56,025,880 円

各浄水場の施設整備、水源井の改修など 12 工事

【主な工事】

・緑丘浄水場 水質計器・原水流量調節弁・流量計更新工事《企業債》

・緑丘浄水場 No.2 ラグーン池改修工事《企業債》

・風連浄水場 配水池濁度計更新工事《企業債》

・瑞穂浄水場 井戸改修工事

・風連日進浄水場 次亜ポンプ・高区ポンプ更新工事

・真勲別頭首工ゲートワイヤーロープ更新工事

（原水流量調節弁）

（老朽管敷設工） （融着状況）

（風連浄水場 配水池濁度計）
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◎水質検査機器更新事業《企業債》 9,018,000 円

北海道水質管理計画に基づく中核自治

体として、近隣市町村を含めた水質検査業

務を受託しており、耐用年数が経過した機

器を計画的に更新している。

【更新機器】

・パージアンドトラップガスクロマトグ

ラフ質量分析計《企業債》

◎水道量水器取替工事《工事負担金》 75,319,000 円

量水器（水道メータ）は計量法に基づき使用期限が製造から８年間と定めら

れていることから、使用期限前に取替工事を行っている。

財源は、工事負担金（下水道事業と個別排水事業から台数按分）と自己財源。

【取替数】

・名寄地区 1,594 個

・風連地区 145 個

・智恵文地区 31 個

・風連日進地区 23 個

合計 1,793 個

◎上水道事業固定資産整理業務委託 6,963,000 円

名寄地区配水管、給水管 GIS システム管路図作成と固定資産台帳の調査整理

を行った。（３ヶ年計画の３年目）

（量水器取替）

（水質検査機器）





下水道事業経営状況

 １．令和元年度 下水道事業決算

 （１）総括事項

　　令和元年度における下水道事業の水洗化人口は、23,198人で、処理区域内人口に対する水洗化率は

　98.5％となっており、有収率については、前年度の有収率から9.8%増加し、69.1％となっています。

　　主な事業として、下水道事業地方公営企業会計移行事業で12,554千円、下水道建設事業では、名寄

　市公共下水道管路調査業務委託、名寄処理区下水道管渠更生工事２路線、名寄下水終末処理場外機械

　設備更新工事、名寄下水終末処理場外電気設備更新工事等で142,627千円、下水道維持管理事業では、

　管渠補修工事、公共桝取替工事等で47,546千円となっております。

【主な施設状況】

単位 Ｒ元 年度 Ｈ30 年度 対前年度比較 備考

行政区域内人口 人 26,993 27,224 △ 231 住民基本台帳３月末人口

処理区域内人口 人 23,560 23,734 △ 174 処理区域内の３月末人口

処理人口普及率 ％ 87.3 87.2 0.1 

面積普及率 ％ 81.4 81.4 0.0 
計画区域のうち、実際に整備し
た区域の割合

水洗化人口 人 23,198 23,300 △ 102 
住民基本台帳上の下水道利用者
数

水洗化率 ％ 98.5 98.2 0.3 

年間総処理水量 ㎥ 4,775,645 5,947,459 △ 1,171,814 
処理場に流入した汚水・雨水を
きれいに処理した水量

汚水処理水量 ㎥ 3,069,314 3,601,387 △ 532,073 処理場に流入した汚水量

雨水処理水量 ㎥ 1,706,331 2,346,072 △ 639,741 処理場に流入した雨水量

年間有収水量 ㎥ 2,120,136 2,135,790 △ 15,654 
料金算定の対象となる家庭等で
使用した水量

有収率 ％ 69.1 59.3 9.8 
年間有収水量／年間汚水処理水
量

事　　　項

内訳

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

年間有収水量 2,277,396 2,264,474 2,256,418 2,243,681 2,214,020 2,207,450 2,184,324 2,161,313 2,135,790 2,120,136 

2,100,000 

2,150,000 

2,200,000 

2,250,000 

2,300,000 

㎥

年間有収水量の推移 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

 使用料収入 419,750 417,395 416,460 414,711 419,186 419,114 414,634 410,344 405,658 395,259 

380,000 

390,000 

400,000 

410,000 

420,000 

430,000 

千
円[

税
込]

使用料の推移
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 （２）決算額（歳入・歳出）

　　令和元年度の決算は、特別会計方式での最後の決算で、歳入が1,013,873千円、歳出が988,929千

　円、歳入歳出差引残額24,944千円を計上しての決算となりました。

　　なお、この残額は、令和２年４月から地方公営企業法を適用した下水道事業会計に引き継いでい

　ます。

　　歳入では、交付金事業の増加による国庫支出金と市債が増額となりましたが、使用水量の減少に

　よる使用料の減収、分担金及び負担金や一般会計等からの繰入金が減額となっています。

　　歳出では、交付金の増額に伴う整備事業費の増が要因となり、下水道事業費で31,116千円増、支

　払利息等の減少により公債費が19,908千円減、消費税の増により諸支出金が1,356千円増額してお

　ります。

歳入 (単位：円[税込])

科目 Ｒ元当初予算 Ｒ元決算見込 Ｈ30決算 差額 増減率

分担金及び負担金 160,000 2,491,234 9,685,523 △ 7,194,289 △ 74.28% 

使用料及び手数料 396,113,000 395,372,440 405,737,275 △ 10,364,835 △ 2.55% 

国庫支出金 111,400,000 60,739,706 33,598,800 27,140,906 80.78% 

繰入金 501,355,000 466,023,000 475,638,712 △ 9,615,712 △ 2.02% 

諸収入 1,650,000 1,646,524 1,705,325 △ 58,801 △ 3.45% 

市債 139,700,000 87,600,000 50,000,000 37,600,000 75.20% 

1,150,378,000 1,013,872,904 976,365,635 37,507,269 3.84% 

歳出 (単位：円[税込])

科目 Ｒ元当初予算 Ｒ元決算見込 Ｈ30決算 差額 増減率

下水道事業費 621,009,000 464,540,983 433,425,478 31,115,505 7.18% 

公債費 504,979,000 500,905,122 520,813,450 △ 19,908,328 △ 3.82% 

諸支出金 24,300,000 23,482,323 22,126,707 1,355,616 6.13% 

1,150,288,000 988,928,428 976,365,635 12,562,793 1.29% 

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

合計

合計

R元 下水道事業 歳入の構成割合

歳出
988,928,428 円

R元 下水道事業 歳出の構成割合
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 （３）令和元年度の主な事業

　◎下水道事業地方公営企業会計移行事業　≪市債≫ 12,554千円

　令和２年度から下水道事業特別会計及び個別排水処理施設整備事業特別会計整備費会計移行

事業に地方公営企業法の全部適用を行うため、平成29年度から引き続き移行支援業務の委託を

実施し、固定資産の評価及び移行に係る例規の整理を行ったほか、公営企業用の会計システム

等の構築業務の委託を実施し、２特別会計の打切決算を行った。

【事業内容】

・下水道事業地方公営企業会計移行支援業務委託料 1,485千円

・下水道事業用企業会計システム構築業務委託料 3,597千円

・下水道事業固定資産システム構築業務委託料 7,315千円

　◎下水道建設事業　≪国庫支出金・市債≫ 142,627千円

　下水道管路の改築更新事業に向けて管路調査を行った。また、施設の老朽化対策として管渠

の改築及び下水処理場の機械・電気設備を更新した。

【主な工事等】

・名寄市公共下水道管路調査業務委託　延長4,274m 12,540千円

・名寄処理区下水道管渠更生工事 内径1,100mm　延長73m 21,492千円

・名寄処理区下水道管渠更生工事 内径  300mm　延長53m 6,480千円

・名寄下水終末処理場外機械設備更新工事　　一式 55,517千円

・名寄下水終末処理場外電気設備更新工事　　一式 17,050千円

○管渠更生

（施工前） （施工後）
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○名寄下水終末処理場外工事（電気設備工事のうちの１つ：ガスホルダーレベル計）

（施工前） （施工後）

　◎下水道維持管理事業 47,546千円

　下水道機能を維持するため管渠の補修を行い延命化を図った。また、止水性の高い公共桝へ

の取替及び管渠に流入する地下水や雨水等の不明水の詳細調査を行った。

【主な工事】

○管渠補修

　・管渠内面止水工事　　止水　11箇所 4,104千円

　（管渠長寿命化工事施工前） 　　（施工後）
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○公共桝取替

　・公共桝取替工事　災害対策　　　　　取替78箇所 8,575千円

　・道路改良等に伴う公共桝取替工事　　取替13箇所 1,305千円

　　（施工前） 　　（施工後）

○公共下水道不明水調査業務（詳細調査） 3,740千円

　◎下水道終末処理場管理 178,227千円

○主要機器整備修繕事業

　　下水処理場の主要機器を常に信頼性の高い状況に維持するため、定期的整備及び通常修繕

　を行った。 8,781千円

○下水汚泥処理業務

　　名寄地区の脱水汚泥の運搬処理については、名寄有機入り肥料利用組合と連携

　を図り、運搬処理費の節減に努め、風連地区については汚泥の性状が異なるため

　肥料化するのにコストがかかるので、産廃処理を行った。

　[名寄地区]　有機入り肥料406ｔ　運搬処理　　37.1ｔ 940千円

　[風連地区]　　　　　　　　　　 運搬処理　 204.9ｔ 4,928千円

○風連浄水管理センター等維持運転管理業務

　　風連地区の浄水管理センターの維持運転管理について、業務の委託を実施した。

　・風連浄水管理センター等維持運転管理業務委託料 17,141千円
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個別排水事業経営状況

 １．令和元年度　個別排水事業決算

 （１）総括事項

　　令和元年度における合併浄化槽人口は、2,527人で、合併浄化槽設置対象区域である下水道認可区域外

　人口に対する水洗化率は73.8％となっております。（有収率については、処理数量が有収水量となるた

　め、100％となります。）

　　合併浄化槽設置数は新たに９基新設し、市設置数533基、私設５基（うち自衛隊１基）、合計538基と

　なっております。（市設置のうち13基が廃止、19基が休止のため、供用中は市設置が506基、私設５基

　の合計511基）

【主な施設状況】

単位 Ｒ元 年度 Ｈ30 年度 対前年度比較 備考

行政区域内人口 人 26,993 27,224 △ 231 住民基本台帳３月末人口

下水道認可区域外人口 人 3,425 3,482 △ 57 
合併浄化槽設置対象となる下水
道認可区域外の３月末人口

合併浄化槽人口 人 2,527 2,497 30 
住民基本台帳上の合併浄化槽利
用者数

水洗化率 ％ 73.8 71.7 2.1 
合併浄化槽人口／下水道認可区
域外人口

合併浄化槽数 基 506 508 △ 2 
３月末現在供用中の合併浄化槽
数

年間総処理水量 ㎥ 100,943 100,293 650 
市設置の合併浄化槽で汚水をき
れいに処理した水量（※）

年間有収水量 ㎥ 100,943 100,293 650 
料金算定の対象となる家庭等で
使用した水量（※）

有収率 ％ 100.0 100.0 0.0 
年間有収水量／年間汚水処理水
量

※水量は私設分を除く

事　　　項

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01
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 （２）決算額（歳入・歳出）

　　令和元年度の決算は、特別会計方式での最後の決算で、歳入が88,301千円、歳出が81,941千円、

　歳入歳出差引残額6,360千円を計上しての決算となりました。

　　なお、この残額は、令和２年４月から地方公営企業法を適用した下水道事業会計に引き継いでい

　ます。

　　歳入では、合併浄化槽の設置基数が前年と比べ１基減ったため、分担金及び負担金、市債がそれ

　ぞれ減少しています。

　　歳出では、打切決算を行ったことにより個別排水事業費が6,032千円の減、公債費では大半を元

　利均等払いとしているため、支払利息が減ったものの元金償還額が増え1,300千円増となっております。

歳入 (単位：円[税込])

科目 Ｒ元当初予算 Ｒ元決算見込 Ｈ30決算 差額 増減率

分担金及び負担金 1,750,000 1,353,940 1,577,850 △ 223,910 △ 14.19% 

使用料及び手数料 18,817,000 18,967,380 18,870,160 97,220 0.52% 

繰入金 56,391,000 54,323,000 50,562,146 3,760,854 7.44% 

諸収入 1,501,000 1,556,238 1,500,148 56,090 3.74% 

市債 15,700,000 12,100,000 14,200,000 △ 2,100,000 △ 14.79% 

94,159,000 88,300,558 86,710,304 1,590,254 1.83% 

歳出 (単位：円[税込])

科目 Ｒ元当初予算 Ｒ元決算見込 Ｈ30決算 差額 増減率

個別排水事業費 58,958,000 46,934,194 52,966,292 △ 6,032,098 △ 11.39% 

公債費 35,101,000 35,006,820 33,706,493 1,300,327 3.86% 

諸支出金 100,000 0 37,519 △ 37,519 △ 100.00% 

94,159,000 81,941,014 86,710,304 △ 4,769,290 △ 5.50% 

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

合計

合計

R元 個別排水事業 歳入の構成割合

歳出
81,941,014 円

R元 個別排水事業 歳出の構成割合
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 （３）令和元年度の主な事業

　◎浄化槽整備事業　≪市債・分担金≫ 13,540千円

　合併浄化槽を平成８年度から平成30年度までに524基の整備を行っており、令和元年度には

９基の整備を行い、計531基（名寄269基、風連255基）となった。

【整備内容】

　・実施地区

　　　名寄地区 6 基

　　　風連地区 3 基

　・人槽別

　　　５人槽 3 基

　　　７人槽 6 基

　　　10人槽 0 基

　（施工写真①・底版据付） 　（施工写真②・浄化槽設置）
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